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デジタル市場競争会議ワーキンググループ（第４７回） 

 

１．開催日時：令和５年３月29日（水）９：30～12:00 

２．開催形式：通信システムを用いた遠隔開催 

３．出 席 者： 

依田 高典  京都大学大学院 経済学研究科 教授 

生貝 直人  一橋大学大学院 法学研究科 教授 

川濵 昇   京都大学大学院 法学研究科 教授 

川本 大亮  PwC あらた有限責任監査法人 パートナー 

伊永 大輔  東北大学大学院 法学研究科 教授 

塩野 誠   (株)経営共創基盤 共同経営者/マネージングディレクター 

増島 雅和  森・濱田松本法律事務所 パートナー弁護士 

森川 博之  東京大学大学院 工学系研究科 教授 

山田 香織  フレッシュフィールズブルックハウスデリンガー法律事務所 

パートナー弁護士 

 

（デジタル市場競争会議 構成員） 

泉水 文雄  神戸大学大学院 法学研究科 教授 

 

（オブザーバー） 

小林 慎太郎 ㈱野村総合研究所 ICTメディアコンサルティング部 

グループマネージャー 

仲上 竜太  (一社)日本スマートフォンセキュリティ協会 技術部会長 

日高 正博  一般社団法人 DroidKaigi 代表理事 

株式会社メルペイ 

増田 悦子  (公社)全国消費生活相談員協会 理事長 

 

（Google） 

河本 雄 上級執行役員（政策・政府渉外担当）      グーグル合同会社 

Aaron Stein, Senior Manager, Government Affairs & Public Policy 

Alexander Smith, Senior Manager, Government Affairs & Public Policy 

 

４．議事 

（１）プラットフォーム事業者からヒアリング 

 Google 
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５．配布資料 

 資料１ 事務局提出資料 

 資料２ Google提出資料 
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○依田座長 

 それでは、ただいまから「デジタル市場競争会議ワーキンググループ」を開催いたしま

す。 

 本日は上野山議員が御欠席です。 

 森川議員は11時頃に途中退席の御予定です。 

 また、デジタル市場競争会議の泉水議員、オブザーバーの小林様、仲上様、日高様、増

田様にも御出席いただいています。 

 それでは、本日の議事や資料の取扱いについて、事務局から御説明、お願いいたします。 

○成田審議官 

 事務局の成田でございます。 

 本日はお集まりいただきましてありがとうございます。 

 本日は、Googleの皆様にお越しいただきまして、これまでのワーキンググループ等で

御議論いただいてきております論点や今後の対応の方向性に対しての御意見などを御説明

いただき、議員の皆様と御議論いただければというように考えております。 

 本日の資料２につきましては、Google様より非公表との御要望がございましたので非

公表とさせていただきます。ただ、公表できる範囲の資料を頂いて、そちらのほうを公表

させていただく予定でございます。資料の取扱いにつきましては御注意いただければと思

います。 

 それから、本日の議事録につきましては、いつもどおり発言者の皆様の御確認を経た上

で公表させていただく予定でございます。 

 それから、本日もこのワーキンググループ終了後、本日の午後になりますけれども、記

者ブリーフィングを予定しておりますので、本日、皆様から御発言をいただく際に、もし

ブリーフィング等で発言を控えるべき内容がございましたら、その旨をおっしゃっていた

だいた上で御発言をいただければと思います。 

 私から以上でございます。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 それでは、本日の議題に進みます。 

 まずは資料を基にGoogleの皆様から、これまでのワーキンググループで議論した論点

や今後の対応の方向性に対する御意見などについて45分ほどで御説明いただきます。そ

の後、議員の皆様から御意見や御質問をいただき、Google様から回答いただければと思

っています。 

 御意見、御質問については、まず途中退席される森川議員から御発言いただき、その後、

生貝議員から名簿順、その後、泉水議員、そして、五十音順にオブザーバーの皆様からお

願いします。御意見、御質問については、範囲も広く、議員の御専門によっては御指摘す

べき点が多かろうと思いますが、お一人当たり２問程度、最長で３分程度でお願いできれ
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ばと思います。質問が一巡した後、時間があれば追加の質問をしていただくお時間も設け

たいと思います。 

 また、今回は同時通訳の対応となりますので、通訳の正確性を期すため、Googleの皆

様及び議員、オブザーバーの皆様におかれましては、適宜発言を短く区切っていただき、

また、少々ゆっくりめに御発言いただけますように御協力をお願いいたします。 

 それでは、Googleの皆様のほうから御発表、御説明をお願いいたします。 

○Google（河本氏） 

 おはようございます。本日はデジタル市場競争本部ワーキンググループに弊社、

Googleをお招きいただきまして、誠にありがとうございます。 

 私、グーグル・ジャパンで上級執行役員を務めております河本でございます。本日の発

表全体の取りまとめを担当させていただきます。 

 私に加えて、弊社から個別の製品・サービスを専門とする主に検索を担当する

Alexander Smith、また、Android、Play、Chromeを担当するAaron Steinもオンライ

ンで出席をしております。よろしくお願い申し上げます。 

 まず初めに、デジタル市場競争本部ワーキンググループの皆様のこれまでの御検討に敬

意を表しますとともに、このようにワーキンググループで御説明する機会をいただいた点

に感謝を申し上げます。 

 スライド、ありがとうございます。 

 Googleも同じくイノベーション、消費者の選択及び効果的な競争を実現するモバイ

ル・エコシステムを構築するというビジョンを共有しております。ですけれども、これを

実現するためには、新たな規制はイノベーションの阻害、日本のユーザーへの不利益など

の意図せぬ結果をもたらさないように慎重に考案されなければならないというように考え

ておりまして、本日はそうした観点から我々の問題意識を踏まえて発表をさせていただき

たいと思います。 

 本日は、最初に私のほうから規制のアプローチ、そして、次に、規制の適用範囲につい

て説明をさせていただきます。その後、Alexander Smith、Aaron Steinからいただいて

いる規制案のうち、幾つかの例について個別の製品・サービスの立場から想定される懸念

について御説明をさせていただきます。そして、最後にまた私のほうから今後の協議の継

続の重要性についてお話をさせていただきたいと思います。 

 まず初めに、規制のアプローチについてでございます。 

 ここにいらっしゃる議員の皆様、全員御存じのとおり、現在、世界の様々な国、法域で

様々な規制のアプローチが検討されているところでございます。まず、EUでございます

けれども、DMAという形で厳格な規制を導入しています。Googleとしては、革新的で消費

者に寄り添った、消費者にとって便利な製品・サービスを開発し続けることができるかど

うかについては懸念を抱かざるを得ないものであると捉えております。 

 一方で、英国やオーストラリアについては、まだ多くの不確実な面が残されているもの
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の、より柔軟性のある取組、プライバシーやセキュリティー保護と競争の促進とのバラン

ス、これを取る試みがなされているものと認識しております。 

 米国においては、議会において議論がなされているものの、意見の一致、総意は形成さ

れておらず、新たな規制も導入されていない状況でございます。 

 こうした中で日本での規制のアプローチを考えるに当たっては、日本がこれまで世界の

イノベーションリーダーとして長年培ってきた地位、これを今後も維持、強化していくた

めにユーザー便益や投資に与える影響といった観点もしっかり考慮に入れて適切な形の規

制にするべきだと考えております。 

 規制を設計するに当たってどういう観点が必要かという点について、こちらのスライド

にまとめております。 

 まず初めに、特定の競争相手の利益のためではなくて、消費者厚生の向上を目的とすべ

きであること。また、規律が必要かつ相応な範囲のものであること。つまり、過剰なもの

でないことということが重要でございます。これらに加えまして、企業側の行為について、

セキュリティーや消費者の便益の確保のために一定の正当化が認められるべきこと。規制

権限が過度にならないようにすること。手続上の手当てや、今後、将来的な見直しが確保

される点、これらについても重要な点であると考えております。 

 次に、規制の適用範囲についてでございます。このたびいただきました提案の中では、

デジタル市場競争本部は、本規制を一定以上の規模のモバイルOSの提供者に適用される

ものであると位置づけております。もしそうであれば、規制はモバイル・エコシステム内

のみで運営されるサービスだけに適用されるべきと考えております。これは２月に公表さ

れた公正取引委員会のモバイルOSに関する報告書の範囲がモバイルOSでのみ提供される

サービスに限定されていることとも整合的でございます。 

 もし、検索、ブラウザ及びボイスアシスタントといったものを規制の対象とする場合に

は、モバイルOS提供者でない者が提供しているそれぞれのサービスも含めて対象とし、

規制の対象となる個別の客観的基準を設けるべきと考えます。 

 以上が私からでございまして、ここからは幾つかの個別の提案に関する懸念について意

見を述べさせていただきたいと思います。 

 まずは検索を担当するAlexander Smithのほうから説明をさせていただきます。 

 アレックス、よろしくお願いします。 

○Google（Alexander Smith氏） 

 ありがとうございます。また、ワーキンググループの皆様方、おはようございます。

Alexander Smithと申します。 

 渉外、広報の仕事をしております。アジア太平洋地域の担当をしております。検索、広

告、マップ、ニュースなどのシステムの担当をしております。 

 まず初めに、先ほど河本氏のほうからもお話し申し上げましたけれども、ワーキンググ

ループの皆様方には、本日、Googleに時間をいただきましたことを御礼申し上げます。
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私どものフィードバックを今後の提案に反映させたいというお考えでいらっしゃることを

大変にうれしく思っております。 

 さて、これらの問題、我々の検索エンジンについて影響を与えるような話についてお話

をしたいと思いますけれども、コンテクストから申し上げます。 

 まずGoogleの検索についての過去の状況ですけれども、左側にあるのが、Googleが初

めてローンチしたとき、当初は基本的なブルーリンクだけを何かクエリに対して表示して

いました。しかし、だんだんと我々のほうのプロダクトイノベーションというのを継続的

に行った結果、全てのユーザーに対してもっと使いやすい、意味のある経験を提供したい

と考えるようになってきました。 

 例えば病院、現在、東京で開いている病院というクエリがあった場合には、単なるブル

ーリンクをウェブサイトに表示するだけではなく、実際に東京にある病院の場所、問合せ

があった時間に空いている場所を示す、そういった形で地図を示しています。しかし、こ

ういった情報というのは、ただクローズされたウェブデータからは得られません。ウェブ

で例えば病院という言葉があったときに、それがQ&Aメッセージなのか、病院のウェブサ

イトなのか、それとも単なる例えば病院に資金提供する、何かそういった団体の話なのか

は分かりません。ですので、そういった問題に対応するため、2000年代の初め、我々の

ような検索エンジンのほうでは新たなテクノロジーを開発しました。それによって結果を

リンクづけ、そして、ランクづけするようなものを開発しました。 

 例えばYahoo!のほうでは、こういったいろいろな差別化された結果というのをマップ

に出しています。これは2003年ぐらいのことです。Microsoftも同じようなものを2006

年以降、出しています。有用な検索エンジンサービスを日本の皆様に御提供するために、

Googleのほうでもほかの検索エンジンと同様に我々の検索結果を差別化する必要があり

ました。つまり、いろいろなフォーマットでいろいろなクエリに対してこの検索結果を表

示する必要があるということです。 

 例えばですけれども、実際のところは、この検索結果については何が正しいのかという

回答というのはありません。この検索エンジンオペレーターの課題としては、最も意味の

ある結果を表示することです。そして、できるだけ早くそういった検索結果を表示すると

いうことが大切になってきます。例えばこちらですと「奈良」というクエリに対しての結

果を出しています。このユーザーはいろいろなものを探している可能性があります。多大

な投資を行って、世界中のユーザーにこの検索サービスというのは人気を博しています。

日本でもそのような状況です。 

 この対応案では、我々の検索結果を変更するというものですけれども、それに対して正

当化される根拠というのがありません。そういったイノベーションを無視するものだとい

うように思っています。こういったものは、マーケットベースの競争を無視するものだと

思っています。新しいプロダクトやサービスを開発するような投資意欲をそぐものだとい

うように思いますので、日本のユーザーにとっては便益になりません。 
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 また、正当な利益のある検索結果を阻害してはいけないと思います。そういった設計を

阻害するということは、20年にもわたるサーチに関するイノベーションを逆戻りさせて

しまうと思います。我々がまた単純なブルーリンクを示すだけになってしまいます。それ

は日本のユーザー、そして、事業者にとって非常な不利益になると考えています。 

 これは例えば検索結果の地図を表示することも含んでいます。我々の検索エンジンの非

常に重要な部分を占めています。ワーキンググループメンバーの皆様に考えていただきた

いのは、地図を表示するということは、この別のプロダクトを示す、表示するということ

ではなく、カタログ的な、あるいはマップのようなフォーマットでこのクエリに対して回

答を示しているということです。その場所を示しているわけです。ですので、地図を表示

するというのは何か別のサービスを優先的に取り扱っているということではないと考えま

す。これについては次のスライドで詳しく説明したいと思います。 

 Googleは、この検索エンジンのルールが差別を排除しているということ、そして、バ

イアスを排除しているということ、そして、この重要性に基づいて表示するということを

大事に考えています。 

 Googleは、この反競争的な自社優遇はしていません。我々の検索を提供することにお

いてそういったことはしていません。我々の検索結果において、このレレバンス、重要度

に基づいて表示結果を出しています。一貫した尺度の下にそれを出しています。 

 そして、品質、コンテクスト、利用可能性を考慮いたしますし、また、ユーザーのクエ

リの背景にある意味も考えるようにしています。また、市場に対しても、ユーザーに対し

ても、私たちのアプローチは透明性を確保しています。また、私たちのシステムがどのよ

うに機能しているか、広範に情報を提供しています。そして、私たちが様々な差別化され

た検索結果を提供できるように、今、お話ししたような結果を提供することによって、ユ

ーザーのためになるような検索結果を提供することができなくなるような提案には反対し

ております。 

 また、この提案を見ますと、DMA規定の適用範囲を超えています。これにつきましては、

また後でお話をしたいと思います。 

 これまで主としてユーザーにとっての便益についてお話をしました。差別化があること

の有益性でありますけれども、このような結果というのは中小企業にとっても日本におい

て有益であることをお話ししたいと思います。現実を考えますと、各地域での結果という

のは、その地域の事業者にとってよいものでありますし、また、中でも特にウェブサイト

を確立していない、あるいはオンライン用のプレゼンスが大きくない企業にとっては有益

なものであると考えています。この情報は無料で提供されていて、私たちは何も費用を取

っていません。私たちのローカルな結果で出てくる事業体の大半はビジネスのウェブサイ

トを持っていません。したがって、このような企業にとっては特に重要であります。 

Googleが行っていることは、全て私たちが検索のイノベーションを行うときには、そ

の原動力となっているのは一つの質問です。それは、本当に我々のユーザーにとって最も
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よいものであるかということです。その推進力になっているのは、ほかの製品あるいはサ

ービスにとって有益かということではありません。私たちの企業は、その理念上、常にこ

れまで革新してきましたけれども、ユーザーの利益を考えると、それには長期的な成績が

ついてくる、業績がついているということであります。 

 今回の提案につきましては、OS、プロバイダがそれぞれ自社のサービスを優遇してサ

ードパーティーを優遇しないということに反対しているものでありますけれども、そうい

たしますと、ユーザーとしては、どのマップ、サービスがディスプレーされているのか、

これをフレームの中でサーチ結果というようなところで選択しなければならなくなります。 

 しかし、この提案では、どのような一般的な禁止が実践的にどのように導入できるかを

説明していません。ただ、禁止を行う、非常に厳密に行う。我々の場合は差別化された結

果を示すわけですけれども、そうすることによって、非常に困難な技術的な品質の問題を

検索に来すことになります。これは簡単に申し上げるものではありません。技術的な観点

から非常に重要であると申し上げられます。 

 サードパーティーのマップを我々の検索のページの結果に載せるということ、これはユ

ーザーにとって実際に害があると考えておりますし、また、日本のユーザーにとってはマ

イナスの影響になると考えられます。申し上げましたように、技術的にもこれは不可能で

あると考えています。 

 簡単にまとめてその理由を御説明いたします。 

 まず最初に理解しておくべき点でありますけれども、我々はサードパーティーのマップ

プロバイダの質を検証することができません。そして、信頼性を持ってローカルな企業の

位置、これを確認することができません。これまで多大な投資、イノベーションを行うこ

とによって、我々は確実に我々のローカルなデータベースに入っているデータが正確であ

ることを確認することができるようになりました。また、包括的、厳密であり、きちんと

構造化されたものであるように確認してきました。しかし、これはサードパーティーの単

位であれば、このような確信ができません。それは我々が全てのサードパーティーのマッ

ププロバイダから提供されたデータの確認を行うことができないからであります。 

 つまり、メタデータというのはプロバイダによって、企業によって異なっています。近

くの病院ということでも情報が違います。そういたしますと、そこにはリスクが生じてユ

ーザーに提供する結果に不正確な、あるいは有害な情報が提供されるかもしれません。 

 ２つ目の点としましては、このユーザーのクエリに対する回答時間が大幅に遅れる可能

性があります。 

 サービス提供者がどのようなクエリに対して回答を表示するのかというのは分かりませ

ん。重要なのは、こういった結果、マップというのは日々刻々と変わります。我々の世界

が刻々と変化するのと同様です。つまり、我々がその結果を表示するときに、それがサー

ドパーティーのサービスによって生成されるということになりますと、まずGoogleから

そのサービスに対してクエリを行わなくてはいけません。サードパーティーのほうがそこ
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でそれぞれの結果をそれぞれのアルゴリズムに基づいて生成した後に我々に戻すことにな

ります。その行き来するプロセス、そして、ホワイトサードパーティーに対してそれを送

るということになりますと、結果を表示するまでに大きな遅延が生じることになります。

これは検索エンジンにとって大きな品質の課題になってきます。 

 もう一つ重要なのが、この画一されたやり方でマップのプロバイダ、地図のプロバイダ

の表示の仕方を理解することは難しいです。例えば表示の仕方ですとか地図の表示の仕方

というのが違います。マップのプロバイダによってそれが違ってきますので、特定するの

が不可能ではないにしても難しくなります。ですので、サードパーティーのレレバンスと

いうのをまず検討してから表示しなくてはいけませんが、それが非常に難しくなるわけで

す。 

 最後に、プライバシーの問題というのがこの提案には関わってくると考えています。も

し、この提案が可能だったとして、我々、ユーザーのクエリのデータをサードパーティー

のプロバイダにまず送ることになります。そうすると、クエリのデータそのもの、非常に

センシティブな内容が入ってくると思います。例えば健康ですとかパーソナル個人情報と

いうのが入ってくると思いますけれども、そのIPアドレスというのも、あるいはその場

所というのもサードパーティーに渡すことになります。これは非常にプライバシー的な観

点で問題だというように考えています。 

 ファーストパーティーサービスの表示に関して、一部の法域ではルールというのを導入

しています。この消費者の便益に基づいて制度化をするという場合もありますけれども、

この場合は様々な正当な差別化というのを認めています。例えばオーストラリアの場合は、

このオーストラリアの競争委員会のほうでは自社優遇行為というのが無害である場合が多

いというように言っています。弊害が発生する場合は競争促進的な根拠により正当化され

ない場合だというように言っています。 

 また、強調している点としては、自社優遇行為の中には効率性の向上ですとかセキュリ

ティーやプライバシーの懸念の対応といった正当化事由のあるものもあるというように言

っています。 

 同様に、イギリスにおいて当局のほうで明らかにしているのは、政府の介入というのは

結果に不当な影響を与える自社優遇のみを対象にすると言っています。つまり、客観的な

正当化事由がない場合に限定されるというように言っています。 

 この対応案のほかの点として、例えば通知や様々な要件について開示すること。例えば

検索ですとかChromeに関して言っていますけれども、こういった変更というのは構造的

な違いを理解していないと考えます。プロダクト間の違いです。ですので、このワーキン

ググループに対しては一律的な画一的なアプローチは取らないでほしいというように考え

ています。これは機能しないと思っています。この検索あるいはChromeにおいて事前通

知を求めることは、このプロダクトのイノベーション、そして、開発において非常に弊害

だと考えています。ですので、我々が事前通知をプロダクトのアップデートについて行う
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ということはその制限になるというように考えています。 

 先ほどのスライドに戻っていただけますでしょうか。 

 検索というのは常に変化し、進化しています。我々、常にイノベーションを行って日本

の消費者、そして、事業者の経験を改善しようとしています。例えばなのですけれども、

検索だけにおいても１年で5,000回以上の変更というのを実施しています。そのために80

万回以上の品質テストを行っています。それに関しては１万6000人の独立した品質評価

者というのがおります。こういった変更というのは、継続的なウェブサイトの検索結果を、

かえってそれぞれのウェブサイトを改善しようとするものです。 

 この規模で実施しますのでアップデートがどのようなものであるか、あらかじめ提供す

ることは大変に困難でありますし、それが必要な場合には日本の事業にとって何らベネフ

ィットなしに大変に大きな問題のみを持つ、起こすものになります。同じような規制が構

造的に異なるプロダクトに適用されることも適切ではありません。というのは、この提案

においては重要な構造的な違い、プロダクト間の構造の違いが言及されていないからです。

例えば契約関係がない相手が何億ものウェブサイトオペレーターとの間にあって、これら

がサーチ、Chromeを利用しているわけですけれども、契約は結んでいません。 

 サーチ、検索についてですけれども、このコンテクストではビジネスユーザーは存在し

ない、ウェブサイトのみが存在しています。ウェブサイトオーナーはこのサイトをインデ

ックス化しないようにということはできますけれども、しかし、ランキングした検索結果

について、また、様々な規制条件について導入することは困難であります。 

 一般的に検索、サーチしますと、これらは公的にアクセス可能なリンクで、これはユー

ザーのクエリにとって有益なものであります。また、そのほかの規制区域では、構造的な

違いに言及しているところがあります。例えばサーチエンジンの場合ですけれども、ヨー

ロッパにおいてはP2Bの枠組みがあって、その中では適切にこの違いを認識しています。

また、異なる規制を導入してオンラインの中間サービス、アプリストアのようなサービス

で、ここであれば開発者と契約関係があるかもしれませんけれども、こことオンラインサ

ーチエンジンとの間に適用される規制があります。 

 この規制においては、あらかじめ通知をする、あるいは取扱いについてこの規模のサー

ビスについては要件を設けていません。この後、同僚、Aaron Steinにマイクを渡します

けれども、その前に申し上げたいのは、ウェブサイトのオペレーターというのは多くの場

合、相反する場合がありまして、変更ができるのは包括的な判断のみになります。 

 それぞれ個々のウェブサイトのオーナーの関心に耳を傾けることはできません。ウェブ

サイトのオーナーは自由に競争しています。よりよいランキングあるいは結果に対して支

払うことはできませんし、また、商業的な関係性に基づくことはできません。このような

タイプの提案に従うということであれば、このシステムの公平性を損なうリスクがありま

す。検索エンジンプロバイダ、Googleなどは個々の好みを考えなければならない、ユー

ザー全体の利益を考えることができなくなってしまいます。 
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 また、我々のシステム、製品がどのように機能しているのかということについては情報

がありますのでワーキンググループの皆様に御提供することができます。主立ったパラメ

ーターについて、どのような要件が考慮されているか、どのようにサーチエンジンが運用

されているのか、オンラインでアクセスすることができる方のための情報の包括的なもの

がありますので御提供できます。 

 それでは、Steinのほうにマイクを渡します。 

○Google（河本氏） 

 アレックス、どうもありがとうございます。 

 途中で日本語の訳が聞こえなかった部分がありますけれども、よろしいでしょうか。も

しよろしければ、次にAndroid、Play、Chromeを担当するAaron Steinに説明をさせま

す。よろしいでしょうか。 

○依田座長 

 はい。結構です。 

○Google（河本氏） 

 では、Aaron、よろしくお願いします。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 皆様、お時間ありがとうございます。 

 それでは、次のスライドをお願いします。 

 ありがとうございます。皆さん、本日はお時間をありがとうございます。Aaron Stein

と申します。Googleのカリフォルニアにあります公共政策と渉外を担当しております。

本日は私どもにお話をする機会を与えてくださいましたことにお礼を申し上げます。 

 それでは、まずGoogle Playがどのように日本のデベロッパをサポートしているのか、

また、世界のデベロッパをサポートしているのかをお示しします。 

 Google Playですけれども、これがあることによってデベロッパは人々にサービスを提

供することができますし、ユーザーと安全にトランザクションを行うことが可能でありま

す。特に日本におきましては９万以上のデベロッパがPlayを使って自社ビジネスを発展

させています。そのほとんどがサービス手数料の支払いを求められておりません。Play

及び関連するツール、サービスへのアクセスを得るため、彼らは単に一度限りの登録費用

を支払う必要があります。サービス手数料を支払う必要のある残りのデベロッパーについ

ても、そのほとんどが15％以下のサービス手数料の適用を受ける資格を持っています。 

 次のスライドをお願いします。 

 これまでアプリストアに関していろいろな議論が行われました。アプリによる定期購入

が話題になっていますけれども、それにつきまして御説明をいたします。御覧いただいて

いるようにユーザーは日経のアプリを Google Playからダウンロードしています。

Google Playの支払いの画面見ますと、ここにはサブスクリプションについて全ての情報、

定期購入についての情報が入っています。フリーの無料のトライアルがある。いつ課金が
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始まるのか、どのようにキャンセルできるのか、全ての情報が提供されています。まず最

初の段階で情報が提供されていて、アプリ間で一貫性を持っています。デジタルコンテン

ツを使う人たちがこれを決定、判断することができます。プラットフォームは信用できま

す。 

 さて、このポリシーに関する幾つかの細かい点に入っていきたいと思います。現在、課

金ポリシーというのは公正であり、消費者、デベロッパ、そして、Androidのエコシステ

ムに資するものだと思っております。サービスフィーというのは単なる処理手数料ではご

ざいません。これは様々なディベロッパーがGoogle Playで利用できるものに対する手数

料です。例えばアプリの配信と発見、セキュリティープロテクション、アプリの開発、そ

のほかのいろいろなツールが用意されています。我々のビジネスというのは、このデベロ

ッパのビジネスを反映しているものです。多くのものがフリーミアムサービスがあります

けれども、我々の場合はデベロッパのうち97%は実際にフィーを払っていません。払って

いる者のうち、99％は15％以下のサービス利用料を払うというような形になっていまし

て、このフィーの割合を上げたことはありません。 

 そして、アプリストア内の決済の選択肢についてもあると思いますけれども、まず、こ

こにおいてはユーザー選択型決済というものを日本も含めていろいろな国で施行しました。

このプログラムに参加するデベロッパは、Google Playの決済システムに加えて独自の決

済システムを導入することができ、ユーザーが彼らの課金システムを利用する場合は、デ

ベロッパはGoogleに対して減額されたサービス手数料を支払うことになります。これは

ユーザーにとっても、デベロッパにとってもいいことだと思っています。Androidのエコ

システムにとっても非常に資するものだと思っています。 

 ですので、この対応案の中でアプリストアに課されるアプリの課金システムの利用を求

めることを禁止して、ここに対するFRAND義務を導入するということは我々が反対するも

のです。この対応の中では、FRANDの義務が何なのかということについての具体的な内容

を示していません。しかし、Google Playにおいては、FRANDの条件というのをこのデベ

ロッパのアクセスについて既に適用しています。例えば我々のものを含めていろいろなも

のにアクセスできます。非常にアプリのレビューのプロセスというのも適用しています。

それは安全な環境を提供するものです。また、このレビューの基準についてビジネスユー

ザーにとって分かりやすいものにしています。 

 次に、このアンチステアリング条項についてお話をします。 

 ユーザーのセキュリティーというのは我々にとっての中心的な部分になってきます。ほ

かの決済方法ですと決済情報、例えばクレジットカード番号といったものの安全性を担保

できません。あるいはサードパーティーの決済フローが詐欺に該当するかどうかも担保で

きません。ですので、我々のガードレールというのは非常に重要だと思っています。 

 この安全なGoogle Playの安全な操作ということに対しても弊害をもたらします。また、

デベロッパはこのアプリからほかのアウトリンクはできませんけれども、アプリ外での代
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替的な決済オプションについてできます。例えばCATマネジメントページですとかプライ

バシーポリシーですとかヘルプセンターとか、そういったものを載せることもできますし、

別の決済方法に行かない場合ですとそういったものを提供することができます。また、ほ

かのやり取りも自由にすることができます。 

 そして、ここで重要なのが、このサービス料金というのは継続的にAndroidエコシステ

ムの開発を可能にするものです。それによって、様々な電話からいろいろな価格帯のもの

を選ぶことができます。100ドル以下のものもあれば2,000ドルのものまで含まれます。

何十億という人々が、こういったインターネットにアクセスできない人々は、Androidと

Google Playというのはそういった意味で非常に多くの人を支えているというように考え

ています。 

 次に、アプリの代替流通経路についてです。 

 Androidでは複数のアプリの配信の経路というのを可能にしています。Androidエコシ

ステムの中でいろいろなアプリストアがあります。Androidのデバイスは、１つ以上のア

プリのプリインストールされたものがあります。ですので、そういった意味で端末メーカ

ーとアプリメーカーのほうでそういったものが既に合意されています。これはサイドロー

ディングも含まれています。 

 こういった様々なディストリビューションチャネルが共有されているわけです。この

DMCのほうではサードパーティーのソースをGoogle Playの中でも表示させるべきだとい

うように言っています。これは我々にとって非常に大きな懸念になると思っています。既

に健全な競争がこのアプリの配信においては可能になっています。そのような対応案です

とEUのDMAを大幅に超える内容になると考えています。 

 また、Androidユーザーにとってもセキュリティーリスクとなります。Google Playの

デバイスポリシーはアプリが実施可能なコード、Google Play以外のコードのダウンロー

ドを禁止しています。安全性のためです。そして、セキュリティーシステムは実際にその

構想上、自動的に悪意のある行動を認識することができるようにしています。そうするこ

とで、ユーザーがそれにさらされないことが可能です。 

 しかし、これが可能になってしまうとストアの全てのアプリはPlayのポリシーの対象

になります。Playを通して配信されるからです。非常に高い安全性を維持するというこ

と、これは全く新しい技術テクノロジー、セキュリティーテクノロジーを開発しなければ

ならない。全てのアプリ、Androidアプリストアに必要になって、自動的に導入しなけれ

ばなりません。今、Playで提供されているものほどよいものであるという保証はできま

せん。消費者にとってはより悪い結果につながる可能性があります。 

 また、最後に、サイドローディングについてお話をしたいと思いますけれども、

Google Playはアプリをダウンロードするのに最もよい、安全な場所だと思いますが、し

かし、アプリ、ソフトウエアはAndroidでダウンロードする自由があるときにどのような

アプリかを情報を得た上でダウンロードをしています。サイドローディングの警告という
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のは、したがって、非常に重要でありますけれども、サイドローディングをデフォルトで

行いたいという人にとっては、これは外すことも可能です。 

 次のスライドをお願いします。 

 これまでのところ、お話をしてきたのは消費者にとってよくないと考えていた提案です

けれども、しかし、ほかにももう一つ取り組むべき重要な問題があります。相互運用性に

ついて、そして、安全性についてであります。これらの問題に取り組むことによって、セ

キュリティーあるいは日本の消費者にとってのウエルフェア、厚生もよくなります。 

 テキストですけれども、今、毎年、人々は何兆ものテキストメッセージを送信していま

すが、その安全性というのはほかの一般的なメッセージアプリに比べて低くなっています。

それは多くのテキストサービスがSMSのスタンダードを使っているからであります。30年

前からの標準であって、基本的な暗号化すら提供されていません。 

 この問題について、解決策があります。全てのモバイルユーザー、モバイル・エコシス

テム全体にとってよいものであります。それをより新しい、リッチコミュニケーションサ

ービスと呼ばれる、RCSと呼ばれる基準を導入することです。テキストメッセージサービ

スが主導だったモバイルOSの中でRCSを使うようになれば、全てのユーザーがメッセージ

を交換するのに当たってエンド・ツー・エンドの暗号化が可能になり、安全性が高まりま

す。この点について、より検討していただければと思いますし、また、このトピックにつ

いて私どものほうからさらに追加でフォローアップさせていただければと思います。あり

がとうございました。 

○Google（河本氏） 

 Aaron、ありがとうございます。 

 それでは、最後に、私のほうからさらなる議論、協議の重要性についてお話をさせてい

ただきます。 

 改めまして、このたび規制提案について弊社の意見を述べる機会を頂戴したことについ

ては深く御礼を申し上げたいと思います。そして、今後とも、特にさらに詳細が決まり次

第、引き続きGoogleとの議論、協議の機会、そして、場を頂戴できればということをお

願い申し上げたいと思います。と申しますのも、こうした協議は規制が意図しない悪影響

を及ぼすことを回避する、そういうために重要なものであると思っておりますし、実際、

他国でも同じようにさせていただいております。ぜひ、特に事務局の皆様には御認識いた

だければというように思っております。 

 以上をもちましてGoogleのほうからの発表とさせていただきます。御清聴いただきま

して誠にありがとうございました。よろしくお願いいたします。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、議員の皆様からの御意見、御質問をお願いいたします。お一人当たり３分程

度で、大体２問程度でお願いしたいと思います。お一人の御意見、御質問ごとにGoogle
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様に御回答いただいていきます。 

 それでは、森川議員から始めていきたいと思います。では、森川議員、お願いいたしま

す。 

○森川議員 

 では、森川です。 

 Googleの皆様、本当にありがとうございます。今、依田先生から２問と言われて、ち

ょっとどうしようかなと思ったのですけれども、４問ぐらいあってしまったので、話の中

で考えます。 

 まず、検索サービスのことで、スライドで言うと14ページだったと思いますけれども、

これは強く反対されるということなのですが、内容は理解できますが、技術的に何が問題

なのか、技術的な問題のところを改めて、できない技術的な課題を教えていただけますか

というのが１点目です。 

 ２つ目は、これもDMAの規定の適用範囲を超えているというのがこの前か何かにあった

と思うのですけれども、こちらですね。これはどういうことなのかというのを具体的に教

えていただけますかということで、欧州委員会は、では、これに対してどのように考えて

いるのかということになります。 

 次に、決済・課金システムに関して教えてください。 

 User Choice Billing、ありがとうございます。これは日本での利用件数みたいなも

のが分かっていればちょっと教えていただけますか。ただ、このUser Choice Billing

はいろいろな方々のヒアリングでも、なかなかまだデベロッパとユーザーの双方に決済の

選択肢を提供するという状況には至っていないような感じもしています。まだまだ高いと

いうことで、これについてどのようにお考えになっているのかということが２つ目か３つ

目の質問になります。 

 最後、今回のスライドにはなかったのですけれども、別途頂いている資料で、規律を設

定する機関と規制を執行する機関の分離、そういったものも御指摘いただいているかと思

います。これの趣旨と理由を参考までに教えていただきたいことと、あと海外でこのよう

な事例があるのか、ないのかというのも教えていただきたいということになります。 

 以上です。ありがとうございます。 

○依田座長 

 森川議員、ありがとうございました。合計で４つ質問がありましたので、１つずつ御回

答いただければと思います。また、質問のところ、もう一回繰り返していただきたい場合

は改めてまたそこを森川議員にGoogle様から御確認いただいても結構です。 

 では、Google様、お願いいたします。 

○Google（Alexander Smith氏） 

 ありがとうございます。 

 私のほうから、まず検索関連の質問について回答させていただきます。 
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例えばイギリスとかアメリカとかインドですとか台湾とかカナダ、ドイツといった法域で

もこういったものを認めています。つまり、直接的な検索結果、例えば地図のようなもの

を表示させることは消費者にとって有益である、そして、助けになるということです。イ

ギリスの高等裁判所は、この場所に関するクエリに対してマップを表示することがこのプ

ロダクトの改善であり、これは競争促進的であると言っています。 

 もしかしたら私のプレゼンの最中で通訳が切れていたと思いますけれども、皆様にお伝

えしたかった点の一つとして、技術的な観点から、マップの結果というのはGoogle検索

の別のシステムではなく中心的な部分であるということです。このローカルエンティティ

ーに対して結果を示すときは、その結果をマップという非常に分かりやすい感じで形で示

しています。ブルーリンクではなく、そういったマップを示すことによってこの地域を出

すこと、地域を示すことができる、場所を示すことができるわけです。 

 次の質問なのですけれども、このサードパーティーのサービスをGoogleの検索に組み

込むことが技術的になぜ難しいのかなという話をしたいと思います。いろいろな技術的な

懸念というものがありまして、サードパーティーのサービスを組み込むということが検索

結果に直接はできないと思っています。 

 これは我々の提出文書にも含まれています。（保秘のため発言を一部非開示） 

○Google（Aaron Stein氏） 

 御質問ありがとうございました。 

 私のほうから最近の数字について、手元にはないものもありますけれども、この課金の

利用について御質問いただきましてありがとうございました。今、手元には持っておりま

せんので、また後でお答えしたいと思います。 

 ４番目の御質問もあったと思います。 

○Google（河本氏） 

 ４番目として、規律と施行の分離についての御指摘、御質問がございました。ありがと

うございます。こちらについては、このたびお示しいただいた意見の中で特段、何か個別

具体的な懸念があるというわけではございませんで、立法権限と施行権限が同一であるべ

きではないという一般論を書かせていただいたということでございます。よろしくお願い

します。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 森川議員、こちらの回答でよろしいでしょうか。 

○森川議員 

 分かりました。ありがとうございます。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 では、続きまして、２番目、生貝議員、お願いいたします。 
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○生貝議員 

 どうも大変貴重な御説明をいただき、ありがとうございました。 

 私から２点、御質問でございます。 

 まず第１点目につきまして、スライドの５ページのところで特に２パラグラフ目で英国

とオーストラリアの例を挙げて、プライバシーやセキュリティー保護と競争の促進とのバ

ランスを取る取組、試みがなされていますと書かれております。私としても例えば英国で

すと、デジタルマーケッツユニットの議論の中でアプリストアの行動規範といったような

ものをつくったり、だんだん様々な取組が進められているところと認識していますけれど

も、こういった諸外国の例を見て、まさしく競争とプライバシー、セキュリティー保護の

両立を図る上で重要だというようにGoogle様が考える取組、ぜひ我が国でも参考とする

べきだと考える取組というのがあれば教えていただきたいというのが１点目です。 

 それから、２点目といたしまして、スライドの22ページのところ、アプリストアの代

替流通経路というところにつきまして、ここで特にサードパーティーアプリストアの

Google Playからの提供を義務づけることについてもデジタルマーケッツアクトの規定を

超えているという御指摘があったかなというように思います。恐らくDMAの６条４項のこ

とを指しているかというように思うのですけれども、この点について、Google様として

は６条４項、DMAの規定というものをどのように解釈してどのように実行されようとして

いるのか。そして、今のGoogleの取組にDMAの６条４項の規定というのが影響を与えるの

か、あるいはこのままのビジネスの形で続けていくのかということについて、もし分かる

ことがあれば教えていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 ただいまの２つの質問について、Google様のほうから御回答をお願いいたします。 

○Google（河本氏） 

 どうもありがとうございます。 

 まず１問目について、私、河本のほうからお答えします。 

 まさに英国、オーストラリアでの取組についてでございますけれども、議員が御指摘の

とおり、イギリスでは企業ごとにオーダーメードの行動規範が設けられることというのが

想定されておりまして、他の状況では禁止されている行為も差引きの末に消費者の利益と

なる場合は例外的に許されるという方針で議論が進められていますので、まさに柔軟性を

含んだ措置と我々は受け止めておりまして、そういうことで我々も対応について建設的、

生産的に検討していきたいというように思っております。 

 ２問目。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 ２つ目の質問、私のほうから回答します。 

 もう少し一般的に、なぜ我々がサードパーティーのアプリストアをGoogle Playで見せ
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ることの要件について懸念しているかなのですけれども、理由としては、我々のGoogle 

Playのポリシーとしては、このアプリのほうで実施できるコードというのは Google 

Playだけに限定しているということです。これはセキュリティーの観点です。我々のセ

キュリティーシステム、特にGoogle Playプロテクトというのは、マルウエアのようなコ

ードを検知することができますので、実際にユーザーのデバイスにそれが到達する前にそ

れを発見することができます。 

 そして、高度なセキュリティーをGoogle Playで担保するためには、サードパーティー

のアプリストアがこのPlayで可能だとすると、それぞれのアプリのほうがそのポリシー

に従わなくてはいけないということになるのですけれども、そういったアプリを事前にス

キャンする、そして、マルウエアコードがないかということを事前に見つけなくてはいけ

ないということになってしまいます。それは我々Playにとっても非常に難しいですし、

それを大規模にやるということになるとサードパーティーのアプリストアに関しては非常

に難しいというように考えています。 

 これは大枠の大局的な回答になります。もちろん個別の詳細というのはあると思います。 

○依田座長 

 生貝議員、今の回答について、何か追加で聞きたいことはございますか。 

○生貝議員 

 ありがとうございます。 

 DMAの規定については今後の議論の中でもし詳しいことが分かればというところでござ

いますけれども、一般的なサードパーティーアプリストアをウェブからのダウンロードか

ら認めるよりも、まさにGoogle Playを経由する形で何かしらの安全性を図ることのほう

がもしかすると消費者の利益に資する部分はあるのかなというように考えていることもご

ざいまして、諸外国の議論等を見ながら最もユーザーのためになるような仕組みというこ

とに関する議論が進んでいくことを期待しています。ありがとうございました。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、３番目に参ります。川濵議員、お願いいたします。 

○川濵議員 

 今日は詳細なプレゼンテーション、ありがとうございました。 

 私のほうから最初に、これは意見というか感想ですが、スライドで表されていますよう

な基本的な目的を我々と共有しているということに感銘を受けました。 

 また、我々は基本的なアプローチとしても、敵対的な形での規制ではなくて、コンサル

テーションを通じた形で内容を活用していくという方針に関しても賛同いただいているこ

とと存じます。本日のプレゼンテーション自身がその一環だという形で理解しております。 

 その上で、私のほうから２点。一つは総論に関する問題ですけれども、スライドの８番、

８ページ目、規制はモバイルOSの提供者にのみ適用されるものであり、そこで運営され
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ているサービスにのみ適用されるべきであるとして、検索、ボイスアシスト及びブラウザ

サービスなどはモバイルOSから独立して提供されておることから除外するようにという

ような御示唆について、その真意というか趣旨をお聞かせていただきたいと思います。 

 公正取引委員会の調査の結果の報告書の中でも、やはりスマートフォン用で提供されて

いる機能と連携しているようなサービスに関して、やはりモバイルOSの提供者が持つ影

響力が大きいことから、懸念というのは表明しているところでございます。確かに検索の

場合、検索独自の市場としての重要性があり、それ自身、今後検討していく課題だとは理

解しておりますけれども、特にモバイルなどで特化した形で行われているようなサービス

であったり、モバイルで提供する形で必要な状況があるならば、これはやはり今回、モバ

イルOSのエコシステムの中の問題として考えていきたいというのが中間報告の立場であ

り、また、公正取引委員会のレポートもその趣旨だと考えております。具体的に言います

と、これは結局、検索なんかの場合にモバイル・エコシステムにおけるサービス提供に特

化した対応というのは現に存在しているのではないかということに関する確認をさせてい

ただければと存じます。 

 また、それ以外においてもモバイル・エコシステムのサービス提供に特化したような形

での対応を行っているならば、そういったことがないというのなら別ですけれども、ある

ならばそれをちょっと確認させていただきたいと思っております。これが基本的に公正取

引委員会のレポートの中でも取られた立場だと理解しております。この点がまず第１点で

ございます。 

 それから、第２点、これはスライドの17であり、ブラウザや検索についてのアップデ

ートに関する情報開示や問合せへの対応に関してなのですが、これに関しては御指摘のよ

うにこれは頻繁に行われていて、それによって開示しているということは、これ自身は

我々としても全く異論のないところで、それは当然のことなのだろうと考えております。

また、全てに対応することが当然必要な訳では全くありません。そんなことは到底できな

いし、必要もないと考えております。 

 他方で、これも従来から指摘されているところでございますけれども、ブラウザや検索

については多くの事業者やビジネスに影響を与える変更もあり、その点で事業者の中で多

数の者のビジネスに影響することから懸念を持たれているということも確か。今回の調査

でというか、それ以前からの事実認識として分かっているところでございます。こういっ

た方々に関しては、やはり適切な情報開示や説明が求められていると考えております。こ

れも先ほど申しましたようにコンサルテーションのプロセスが必要だということから、そ

の内容に関しては事務局と要するにどのようなものがそれに該当するかに関する認識とい

うのは当然のことながら自明な形で出てくるわけではないわけですから、コンサルテーシ

ョンのプロセスの中で絞っていく必要があろうかと思いますけれども、このような形で対

応を考えていることに対する御協力をいただけるのかどうかということをちょっと確認さ

せてください。 
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 私から、以上２点でございます。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 ただいま川濵議員から２点質問がありました。Google様のほうから御回答いただきた

いと思いますし、もし質問の点について確認したい点があればまた併せてお願いします。

どうぞ、お願いいたします。 

○Google（河本氏） 

 河本でございます。 

 川濵議員、御質問ありがとうございます。まず１点目の規制の対象範囲についてでござ

いますけれども、仮に我々のようなモバイルOS提供者に対して規制を加えるにしても、

その場合はモバイル・エコシステム内でのみ運営されるサービスだけに適用されるべきだ

というように考えております。なぜなら、御指摘、例示いただきましたけれども、例えば

同じ検索サービスをモバイルOS提供者が提供する場合とモバイルOS提供者でない者が提

供する場合とで規制のかかり方が異なるというのは公平性の観点も含めて適切な在り方で

はないと考えるからでございます。もし検索、ブラウザ及びボイスアシスタントといった

ものを規制の対象とする場合には、モバイルOS提供者でない者が提供しているそれぞれ

のサービスも含めて対象とし、規制の対象となる個別の客観的基準を設けるべきだという

ように考えております。 

 この点と２つ目の質問についてアレックスのほうからお願いしたいと思います。 

○Google（Alexander Smith氏） 

 御質問ありがとうございます。 

 １つ河本さんのコメントを強調したいのですけれども、ボイスシステム、ブラウザのサ

ービスというのは、この規制からは外すべきだというように考えています。これはモバイ

ルOSシステムを中心にしているからです。この対応案は検索、ボイスアシスタント、ブ

ラウザに適用されるべきだと、これはモバイル・エコシステムの内外でということでなっ

てきますと、別の客観的な基準を設けてその規制を適用するべきだと思っています。その

プロセスにおいて日本が同じ土俵で競争ができるようにということを担保するためです。 

 それから、先ほどのシステムの透明性、そして、事前通知の話ですけれども、この機会

を得まして幾つかコメントしたいと思います。先ほど申し上げましたように様々な情報を

提供しています。ポリシー、このオペレーションに関してのシステムについての情報を提

供しています。重要な変更に関しては通知をしています。例えばランキングに供するよう

なもの、Google、ウェブ、マスターブラウザに載せています。これはワーキンググルー

プメンバーにも示しますことはできますけれども、一般に公開されています。何点という

投稿というのも載せています。このオペレーションに関しても入っています。 

 このサイトのオペレーター、そして、アプリ会社にとっては、この大枠の原則が何なの

かというのは議論が重要だと思います。そうすることによってビジネスの最適化も図るこ
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とができます。我々の検索エンジンがいい結果を出すことができるからです。このコンセ

プトは、欧州のP to B規制において、よく捉えられていると思います。この規制では、

ランキングの主要なパラメータの公表を義務付けていますが、そのパラメータがどのよう

に実装されているかという詳細については、きめ細かく開示する必要はありません。です

ので、これに関しては我々の取ったアプローチについて共有させていただき、このアプロ

ーチを事業者にとってより理解されやすいようにするにはどうすればいいかということを

話していきたいと思います。 

 しかし、重要なのは、意図しない結果というのがこの対応案には出てくると考えていま

す。透明性を無制限に適用していくこと、そして、事前通知を行うことになると、例えば

検索結果についてどうするのかということを事前に通知してしまうと、様々な悪影響を及

ぼすと考えています。例えばウェブサイトの運用者は我々のシステムを操作して、実際に

関連があるよりもっと関連度が高いように見せることができます。例えばウェブの中には

何兆というウェブページというのが存在しています。何百という様々な機会があって、そ

れがどんどん増えています。40％以上の新しいウェブサイト、Googleがウェブでインデ

ックスしているものに関してはスパムになっています。つまり、非常に品質の低い、関連

度の低いものだということです。 

 もし事前通知をこのような重要な変更に関してしてしまうと、そういったスパムシステ

ム、そして、このならず者に対して事前通知をすることによってシステムがどのような仕

組みになっているのかということの情報を提供していくことになってしまいます。毎年

500億のインプレッションというのが出ています。その結果、検索結果についての詳細な

ところは我々のコアビジネスにもなっていますので、そこのバランスを取っていかなくて

はいけません。こういった詳細をいかに公開するか。 

 一方で、このイノベーションを単に消費して知的財産を簡単に盗んでしまうというよう

なことの懸念を考えなくてはいけません。このトピックというのは非常に重要だと思って

います。我々としても特に事前通知については大きな懸念を持っています。 

○Google（野口氏） 

 Googleの野口でございます。 

 川濵先生の御質問の１点目について、多少補足をさせていただければと思います。サー

チや Chrome は、Google がモバイル OS の提供者であるからこそ有利である部分があるの

ではないかという御質問に対しましては、例えばプリインストールやデフォルトセッティ

ングなどについて言及していらっしゃると思うのですけれども、もしそれが競争上有利で

あって懸念があるということであれば、同じ行為をしている人を全員同じように規制する

ことが必要だと我々は考えております。例えばアプリのプリインストールができるのはモ

バイル OS 提供者だけではございませんで、OEM さんやモバイルキャリアさん、と個別に

契約をする、もしくはアレンジをすることによって、どのようなサーチの提供者であって

もプリインストールをすることが可能でございます。 
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 ですから、プリインストールしている全てのアプリについて同じようにやるということ

であれば平等ではあるかもしれませんけれども、現在の御提案はモバイルOSの提供者だ

け規律するということで、そのようにいたしますと、ほかのプリインストールしているも

のとの間に逆差別を生じるのではないかというのが弊社の強い問題意識でございます。補

足させていただきました。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 川濵議員、ただいまの回答で何か追加でコメントはございますか。 

○川濵議員 

 Google様の問題意識は非常によく分かりました。他方、我々が考えているのは例えば

最初の私の質問に関してですけれども、スライドの８ページにあるとおり、これらのサー

ビスを含む場合は、各サービスについて個別の客観的基準を設けるべきですと書いてある

とおり、これはある種のそのサービスごとにおける当該OS上における提供者の競争阻害

をもたらすようなキーになるかどうかということは当然検討された上で規制を導入しよう

と考えているのだという理解でございます。 

 質問の２点目でございますけれども、これもほとんどGoogle様と見解が一致するとこ

ろがございまして、事前通知をすればするほどいいというわけではなく、それはかえって

悪質なサービス提供者にとってしやすくなるということは当初から我々も懸念していたと

ころでございます。他方、またGoogle様が何らかの形でやはりユーザーの便宜のために

事前通知等々を行っていることも認識しておりますけれども、ただ、現行の状況に関して、

それなりに正当性のある不満というのも存在することから、その内容の取り方等々に関し

て追加的なものの検討、基準が必要なのではないかというのが我々の問題意識で、そのた

めにはGoogleさんが出している基準の客観的な正当化等々なんかも含めまして規制主体

との間で今後も協議していただくという趣旨でございます。そういったことが可能かどう

かということに関する質問でございました。 

 以上でございます。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、時間も押してきましたので次のほうに移ります。４番目、川本議員、お願い

いたします。 

○川本議員 

 よろしくお願いします。 

 河本様、Alexander様、Aaron様、丁寧な御説明、ありがとうございました。本日のお

答えを含め、この領域に関するこれまでの御社の協力、取組に感謝いたします。先ほどの

プレゼンテーションの中でEU、英国、オーストラリア、アメリカなど各国の動向も踏ま

えた上で規制のアプローチや規制の適用範囲、それから、個別論点についての御社からの
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御説明、コメントをいただき、大変参考になりました。それを踏まえて私からは２点、質

問させていただきたいと思います。 

 １つ目は質問というより確認になるのですけれども、協議の進め方の話になります。最

後のスライドのところで、さらなる協議の重要性を強調されていたので念のための確認で

すけれども、我々としても御社との会話、議論の機会を持つことは以前から重要と考えて

いて、本日、この場も含めて実際これまでも有意義な意見交換ができてきているのではな

いかなと思っています。今後の協議において、例えば対話の頻度をあげるなど、これまで

の協議の進め方にプラスして何か行ったほうがいいのか、もし今後の進め方について特別

な御希望や特に気になる点があるのであれば伺いたいというのが１つ目の質問になります。 

 ２つ目の質問は別の論点になりますけれども、20ページのUser Choice Billingにつ

いての質問になります。User Choice Billingモデルは決済の選択肢を増やすという意

味で非常に重要で有意義な取組だと認識しておりますが、その中で御社のBillingシステ

ムを必ず選択肢に入れなければならないということについての理由、背景を教えていただ

けますでしょうか。User Choice Billingの要件にセキュリティー基準の確認というの

は既に入っているという理解なので、その点がクリアされているとすると、それ以外に何

か懸念はあるのか、私どもが気づけてない点が何か懸念としてあるのであればお聞かせい

ただけますでしょうか。 

 私から以上２点になります。 

○依田座長 

 Google様、ただいまの御質問の２点について御回答をお願いいたします。 

○Google（河本氏） 

 １点目について、河本のほうからですけれども、ありがとうございます。重ねて申し上

げたとおり、緊密な議論、協議、そして、対話、すり合わせが必要だと思っておりまして、

これは最終報告書を仕上げるまでのみならず、そこからさらに法令が実際に成立するまで

いろいろ調整をさせていただきたいと思います。 

 というのも、その方針については我々としてももちろんいろいろ成立するものについて

は従うわけですけれども、それを具体的にどういうように技術的に解決しなければいけな

い問題とか課題とか、それは技術的にできる、できないとか、非常にきめ細かいところま

で我々、実際現場では調整をしなくてはいけないものですから、その意味で最後のもう一

言一句までいろいろ調整させていただいて、むしろ規制の効果も最大限に発揮できるよう

なものにするという精神でいろいろ相談させていただきたいというように考えております

ので、ぜひよろしくお願いいたします。 

 ２点目、Aaron、お願いできますでしょうか。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 御質問ありがとうございます。 

 User Choice Billingを推奨するのは、セキュリティーが主要な理由になります。そ
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して、Androidのエコシステムにとってもこれがいいと思っているのですけれども、セキ

ュリティーだけではなくて、ほかにもこのオプションに組み込むということはよく知られ

た、そして、信頼されるオプションであるということで、これはデベロッパについてもユ

ーザーについてもそうです。ですので、デベロッパに対してはいろいろな決済システムを

使えるようにしていきたいと思いますけれども、既に信頼された理解されたものをユーザ

ーとデベロッパに見せるということは有益だというように考えています。その上でそれぞ

れに選択をしていただきたいと思っています。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 川本議員、今の回答でよろしいでしょうか。 

○川本議員 

 ありがとうございました。 

 なぜGoogleさんのBillingシステムが必ず選択肢に入っていなければというところに関

しては、セキュリティー要件以外に別の要件があるのか、もう一回そこだけ確認させてい

ただいてもいいですか。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 そうですね。もう少しお話をします。代替のオプションとして、この代替決済システム

だけを見せるということになってしまうと、この選択肢を奪うということになってしまう

と考えていまして、我々としましてはユーザー側がいろいろな選択肢を持つことというの

が非常に有益だというように考えています。 

○Google（野口氏） 

多少補足させていただきますと、例えばGoogleが提供している支払い手段は多岐にわた

っておりまして、クレジットカードなどを持っていない中高生はGoogle Playカードとい

う、コンビニで買うカードなどで支払いをしたりとかいろいろな手段がございます。その

ような支払い方法を例えばデベロッパが同じように提供することがもしできないのだとす

ると、そのような支払い方法の選択肢がなくなってしまい、ユーザーからすると不便にな

ってしまうということで、ユーザーのチョイスを広げるという意味では両方選択肢があっ

たほうがユーザーの目から見たときには使いやすいシステムになるのではないかというこ

とでございます。 

○川本議員 

 補足説明いただき、ありがとうございます。承知しました。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 では、続きまして、５番目、伊永議員、お願いいたします。 

○伊永議員 

 丁寧に質問に答えていただいて、どうもありがとうございます。お話を聞いていて、透
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明で公正かつ自由な取引が可能となるような競争環境を整えることが重要という我々が持

っている価値観、この基本的な価値観を共有できているというように感じました。 

 一方で、セキュリティーやプライバシーといった価値もまた非常に重要であり、競争環

境の整備においても決して無視ができないものであるというように我々も理解しておりま

す。要は両者のバランスというのが問題となると思います。我々は現在の状況よりも両者

とも向上できる、そのような可能性が十分あるというように考えております。この観点か

ら、Google様の専門性に基づく御意見を伺いたいというように思っています。 

 第１に、既に森川議員、川本議員からもお話がありましたが、昨年10月から日本でも

行われているUser Choice Billingのパイロット運用についてです。 

 昨年末の透明化法に基づくアプリストアのモニタリングにおきましても報告対象期間外

にもかかわらず、こうした積極的な取組というのを高く評価するという経済産業大臣評価

につなげました。一方で、26％ものフィーをデベロッパに課しているということから、

多くのデベロッパにとっては利用する金銭的メリットが見いだせないという状況から、利

用が進んでいないというように聞いております。これでは、ユーザー、それから、デベロ

ッパの双方にとって実質的な選択肢を提示するものとはなっていないのではないかという

ように考えております。現在の日本の利用件数であるとか利用率というものを示してもら

いつつ、この状況をどのようにして打破、改善しようとしておられるのか、今後の具体的

な取組についてお伺いできればというのが１点目になります。 

 ２点目は、アプリの代替的流通経路についてです。ここの部分について非常にかたくな

な姿勢を示している方もおられるのに比べて、Google様のほうはプリインストールもで

きるアプリストアも認めていらっしゃるということで、この観点からの御経験をお聞きし

たいと思います。 

 具体的には、セキュリティーやプライバシーなどが一定の水準に達しているということ

について審査を行ってプリインストールを認めていらっしゃるのだと思いますが、具体的

にどのような審査項目になっているのか、そして、その水準というのをどの辺りに設定さ

れているのかという、アプリストアのプリインストールに対する具体的審査基準について

お聞きできればと思います。 

 これは今すぐということが無理そうであれば後日でも構いません。具体的な審査項目を

我々限りということで御提供いただければ、それを基に考えを深めたいというように思っ

ておりますので、御教示いただければと思います。 

 以上の２点になります。よろしくお願いします。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 ただいま２点目の質問がありました。特に２点目については、今、ここですぐにお答え

できない部分もあるかとは思いますが、可能な範囲でよろしくお願いいたします。 

○Google（河本氏） 
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 Aaronさん、よろしくお願いします。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 もちろんです。御質問ありがとうございました。 

 確かにGoogle Playのポリシーセンターがあります。そして、そこで詳細なポリシーに

関する情報を提供しています。また、定期的に情報もアップデートしています。また、こ

のようなアップデートを行ったときには一般に通知も行っていますので、これについては

フォローアップをしたいと思います。具体的なポリシーについて、公になっているものが

あって、情報については定期的にアップデートをして共有しています。 

○伊永議員 

 具体的な今後の取組について、もしお話しできることがあればお願いします。日本で

User Choice Billingの利用率を上げてオープンな選択肢にしていくという価値観を

Google様とも共有していると思うのですけれども、実質的な選択肢をデベロッパに提示

するという観点からどのような取組を今後考えておられるかという点です。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 私どもといたしましても、今後の最もよい進め方というのはモバイル・エコシステムに

とってUser Choice Billingであると考えています。このシステムがあることによって

ユーザーがどのように購入するか、どういうシステムを使うかという選択肢がユーザーの

手に委ねられるからです。これでお答えになっていればと思っております。 

○Google（野口氏） 

 具体的な日本のデベロッパの参加率とかでは、また後ほどコンフィデンシャルな部分も

ございますのでフォローアップさせていただければと思います。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 はい。そのとおりです。 

○依田座長 

 承知しました。２点目のほうの質問で、Appleのところに関わるところもありましたが、

そちらはお願いできますか。差し支えない範囲で結構です。また、コンフィデンシャルな

部分がありましたら後日での提供でも結構ですが、いかがでしょうか。 

 伊永先生、少し２点目のところの質問、もう一回お願いします。 

○伊永議員 

 分かりました。 

 Google様のほうでプリインストールを認めているアプリストアがあると思います。そ

の際のアプリストアを認証する際の審査項目であるとか、その審査水準について具体的な

詳細を教えていただければと思います。よろしくお願いします。 

○依田座長 

 そこのところも、もし今日、可能なところで回答いただける部分があればお願いいたし

ます。 
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○Google（Aaron Stein氏） 

 御質問ありがとうございます。 

 公開できるものというのはセキュリティーに関しても限定されているのですけれども、

悪意のある者がこういったところを有利に使わないようにという意味で公開を限定されて

いますが、またフォローアップのところでこちらの詳細をお話しできればというように思

います。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。２点目のところも事務局を通じてフォローアップとい

う形でやり取りさせていただければと思いますので、また御協力をお願いいたします。 

 では、続きまして、６番目になります。塩野議員、お願いいたします。 

○塩野議員 

 ありがとうございます。 

 塩野と申します。本日は御参加いただきありがとうございます。 

 決済・課金システムの情報管理について、１点お伺いさせていただきます。 

 これまでのところ、御社のほうで、デベロッパはユーザーの名前であったりとか電話番

号、メールアドレスといった個人情報を御社が収集したとしても、そういった情報をデベ

ロッパが受け取らないとされていたと思います。しかしながら、ユーザーの返金処理をす

るときにユーザーがデベロッパに直接連絡して返金を請求するということになっていると

御説明されていまして、ここにおいて、この課金システムにおいてユーザーとデベロッパ

の情報の取扱いの御社の考え方について教えていただければと思います。よろしくお願い

いたします。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 御回答、お願いいたします。 

○Google（野口氏） 

 申し訳ありません。御質問の趣旨について少し御確認をさせていただきたいのですが、

ユーザーがデベロッパに直接連絡をして返金を請求する場合には、Googleとデベロッパ

の間で個人情報のやり取りがなければならないのではないかという趣旨の御質問と理解し

てよろしいでしょうか。 

○塩野議員 

 結構です。その際の情報の取扱いがどうなっているかということですね。結構でござい

ます。 

○Google（野口氏） 

 ありがとうございます。 

 

○Google（Aaron Stein氏） 
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 はい。私のほうから回答します。 

 御質問ありがとうございます。我々はデベロッパとアプリやトランザクションに関して

広範な情報を共有しています。それによってカスタマーとのやり取りを可能にしています。

例えばGoogle Playのほうがオーダーマネジメントサービスでこのカスタマーサービスを

Google Playでなされた注文に対してできるようにしています。例えば個人ですとか、そ

のアプリからアクセスできるようにしています。例えばオーダーIDでオーダーを検索し

たりできますし、Ｅメールアドレスなども検索をすることによって返金をしたり、あるい

はそのサービスのキャンセル等ができるようになっています。そのほかにデベロッパのほ

うでは、無効になった理由などを分かるようにしています。ユーザーのほうが直接デベロ

ッパにコンタクトをして返金を求めることはできますし、そういった場合はデベロッパの

ほうはこの返金ポリシーというのを独自に設定して、なぜ返金をするのかという理由を聞

くことも可能です。ですので、そういった形で広範な情報を共有しています。 

○塩野議員 

 ありがとうございます。 

 その際に、デベロッパ側はユーザーの許諾も得てユーザーの情報をデベロッパは認識し

ているということになりますでしょうか。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 恐らくそうだと思いますけれども、確認いたします。 

○Google（野口氏） 

 個人情報の保護関連の御質問かと思いますけれども、シェアしていることがどこまで個

人情報にひもづいているかとか、その辺りはかなり細かい法律の議論になりますので確認

をさせていただきまして、また折り返しをさせていただければと思います。 

○塩野議員 

 承知いたしました。ありがとうございました。 

○依田座長 

 今のところも細かく正確性を期さないといけない質問になっていますので、では、また

Google様にお手数ですが確認の上、事務局とやり取りをしてまた回答をお願いいたしま

す。 

○塩野議員 

 ありがとうございました。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 ７番目になります。増島議員、お願いいたします。 

○事務局 

 申し訳ございません。入室されていないようです。 

○依田座長 
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 承知しました。 

 ８番目になります。山田議員、お願いいたします。 

○山田議員 

 ありがとうございます。 

 技術的な規制対象のファインチューニングについては、DMAとのアラインメントも含め

て引き続きコンサルテーションが必須だと思うのですけれども、今日はビッグピクチャー

ポイントを２つ伺いたいと思います。 

 まず１つ目は、ルールの枠組み、それから、規制当局を誰にするかといったレギュラト

リーメソトロジーについて伺えればと思っています。欧米の当局は日頃から企業の幹部、

それから、当局のエグゼクティブがお互いの理解のために会社の方針とか事業展望とか幅

広い意見を交換しているというのはむしろ通常だと思うのですけれども、私自身が中にい

たときの経験からしても、日本の役所は非常に慎重であったり、あるいは今度は逆にオー

プンオケージョンの会話にし過ぎて中身が骨抜きになってフォーマリティーに終始したり

で、英語で言うところの、discrete but open dialogueということだと思うのですけれ

ども、これが欠如しているという場面が少なくない。 

 デジタル分野の業法規制、インダストリーレギュレーションを行うべきなのではないか

なんていう意見もある中で、EUははっきりと競争当局がメインであるという方針をもう

示しているわけです。Googleのほうは日本でも公正取引委員会、内閣官房、経産省、

様々な文脈で接点を持たれてきているわけなのですけれども、これまでのGoogleのレギ

ュラトリーエクスペリエンスから、日本では業界横断的な公正取引委員会がよいのか、あ

るいは経産省がよりデジタル分野で専門性を積み上げていったほうがいいのか、あるいは

ミックスがよいのか。はたまた、やり方も事前相談のようなプロセスだと事実上、デュー

プロセスが全くゼロということになるわけなのですが、それでもフレキシビリティーが大

事なのか。それとも、デュープロセス、また客観性もより保証されることにはなるポスト

ファクトの調査とかあるいは訴訟が望ましいのか、これらに関する意見を伺えればと思い

ます。これが１つです。 

 ２つ目は、若干コントラバーシャルなのですけれども、非常に重要なポイントだと思い

ましたのであえて伺いたいのですが、今、ChatGPTなどのAIが出てきて、このところ、突

然様々な議論を呼んでいますが、この先10年間、検索業界、それから、Google自身の与

える影響がどうなるか、この辺りを伺いたいのです。 

 ここまで20年、Googleのサーチビジネスは大きなサクセスだったと思うのですけれど

も、社会的な知的前進という意味があったわけなのですが、これに対して一部の外国当局

などは、ともするとオーバーヒートしたような規制政策につながるような文脈も出てきて

いるわけなのです。正直、今、デジタル業界の関係者の方々から聞くと、もうAIがあま

りにも急速に飛躍して、今ある業界図が今後ドラスチックに変わると皆さん思っているわ

けなのですよね。新しい法律を今、ドラフトしている間にGoogleでもAppleでもない全然
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違う企業がもうビッグサクセスを達成して、できた頃には新ルールがイレレバントになっ

てしまうというリスクを正直私自身、心配しています。なので、AIによる今の業界図の

ドラスチックトランスフォーメーションの可能性があるかについて、難しいと思うのです

けれども、ご意見を伺えればと思います。 

 以上です。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 Google様のほうも回答が難しい質問だったと思うので、クリアにしたいところがあれ

ば聞いてもらって、その上でまた回答していただいて結構です。２点、お願いいたします。 

○Google（河本氏） 

 山田議員、どうもありがとうございます。 

 大変２つとも大きな大所高所の御質問をいただきまして、どこまでお答えできるかあれ

なのですけれども、政府の体制、どうあるべきかについては、我々、一民間企業の立場か

ら申し上げる立場にはないのですが、例えば透明化法とかでも取り組みましたが、いわゆ

る官民と一緒になる共同規制、スマートレギュレーション、こういう方針については、む

しろ２点目にも関わりますが、技術革新が物すごく速い世界では重要で有効な取組ではな

いかというように実際に思っております。 

 あとは共同規制の精神の下ですけれども、今日もその一環ではありますが、事前によく

協議をさせていただく。これは別に何か業界利益のためにというよりは、まさに規制の効

果が意図せぬ結果をもたらさないように、そして、規制が効果的なものとなるようにとい

う意味からも事前に調整、相談をさせていただくということは非常に重要だというように

考えております。 

 ２点目のAIについてですけれども、まさに昨年末からChatGPTが登場してから大変話題

になっておりまして、我々の世界でも毎日のように議論をしておりますが、実はGoogle

もちょうど１週間前ですが、Bardという生成系AIの試験版を英国、米国、アメリカとイ

ギリスで公開をしました。Googleはこうした生成系AIのみならずですけれども、こうし

た人工知能の活用によってユーザーの利便性を高め、そして、人々の暮らしを向上させる

ことができるというように考えていますので、社としても非常に注力をしている分野でご

ざいます。 

 他方で、弊社のCEO、スンダー・ピチャイも申し上げているとおり、AIは規制しないで

おくには重要過ぎると言っています。まさにこういうもう技術革新が目覚ましい、それこ

そGoogleもAppleも10年後にどうなっているか分からないという世界の中でAIを見てい

ますと、まさに規制を設計するに当たっては、技術進歩の内容とその速さを十分に踏まえ

たものにする必要があるということを改めて強く感じる次第でございまして、まさに今回

の皆様の規制の議論、今回の議論においてもそういう視点を十分に持って御検討いただき

たいというように考えております。 
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 以上でございます。 

○依田座長 

 分かりました。 

 山田議員、今の回答で一旦のところはよろしいでしょうか。 

○山田議員 

 はい。ありがとうございます。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

○Google（Alexander Smith氏） 

 １つ、２つ補足させていただければと思います。 

 まず１つ目は、プロセス、その協議の観点ですけれども、私たちが強調したいのは、私

たちは日本での経験だけではなく世界にも経験があって、そこにおいては十分な時間を企

業として取ることが重要であると考えています。これもただ交渉を行う、対話を規制当局

と行うということも重要ですけれども、同時に十分に時間を取ってシステムの準備をし、

ビジネスもこのような変化に対応していくことが重要となります。 

 特に、検索や広告ビジネスにおいて私たちが見ている感覚をお伝えすると、2年のリー

ドタイムなしに大規模な変更を行うことは非常に困難です。私たちの経験では、世界のほ

とんどの地域で2年のリードタイムが標準です。それは、私たちは現地の法律を遵守した

いからであり、複雑なシステムを持っており、新しいプロセスを導入するには時間がかか

るからであります。 

 サーチに関する御質問について、少し私からもコメントを付け加えたいと思いますけれ

ども、実際、日本のユーザーは今、いろいろな方法で情報の検索ができるようになってい

ます。エビデンスを見ますと、日本のユーザーは一般的に今のサーチサービス、今、日本

にあるもので満足しているということです。また、情報の検索を行うに当たって、これま

での従来の検索以外のものも使うようになっています。Google、Yahoo!だけではありま

せん。今よく見られるのはユーザー、特に若い日本のユーザーの間では、簡単にAlexaで

キッチンから質問することができる、ニュースの結果をツイッター、フェイスブックで聞

くこともできる。フレンズで、あるいはWhatsAppで情報を聞くこともできる。TikTok、

Snapchat、Instagramなどでいろいろな場所を検索することができます。 

 AIがサーチの将来にどのような影響を与えるかということですけれども、私のある同

僚が言っていたのは、AIにとってエキサイティングな時期である。我々、Googleとして

は、この瞬間に備えていたと言えると思います。我々の会社、数年前にAIに向けて方向

を転換しました。というのは、やはり最も強力な方法になるであろうと。我々のミッショ

ンを実現して世界に情報提供して、誰もが入手できるようにするためには重要なものであ

ると確信したからです。 

 しかし、様々なテクノロジー、ChatGPTなどについてのテクノロジーのディスカッショ
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ンが行われていますけれども、我々が長期的な開発を考えたときに理解しておかなければ

ならないのは、AIはまだ新しい技術だということです。生まれたばかりの新しい技術と

いうのは非常に大きなチャンスにもなりますけれども、リスクも伴っています。 

 いろいろなところで今、作業が進んでいますけれども、Googleで行われているプラッ

トフォーマーの活動もありますが、これが責任ある基盤を提供した者である。また、今の

ような言語のモデルも提供しています。これからもやはりGoogleからこの１年間、いろ

いろな発表があります。この分野での投資を進めていますし、また、将来の情報発展の分

野においても期待をしていますけれども、この分野における進歩のためには、十分に考慮

した責任感を持ったアプローチが必要となります。そのために対話が重要です。世界中の

規制当局との対話、日本ももちろんそうですけれども、これが極めて重要であります。し

かも、Googleだけではなくエコシステム全体で議論を進めることによって責任ある新し

いアプローチを取ることができます。間違ってしまうと規模を考えましても大変に深刻な

問題になるからです。御質問ありがとうございました。 

○山田議員 

 ありがとうございました。御回答ありがとうございました。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 では、続きまして、９番目、泉水議員、お願いします。 

○泉水議員 

 泉水です。よろしくお願いします。 

 今日のGoogleさんの説明をお聞きしまして、この問題について、いろいろな問題につ

いて真面目に取り組んでおられ、また協議、対応もされているということで感謝を申し上

げます。私から２点、既に出てきている部分もありますが、２点質問させていただきたい

と思います。 

 第１点は、既に出ていましたスライドの12ページでして、検索した場合にその枠とい

うのが出て、そこにGoogleさんの地図が出てくるという、そういうものですけれども、

これについての御説明がございました。これについては、このような枠を設けるというこ

と自身はDMAには違反しないのだというのがGoogleの見解だということをお聞きしたので

すけれども、他方では、消費者の側で別の枠にしたい、別のものを表示したいとか、消費

者が望んだときにそれに応じて別のものを設定する。消費者に選択を与えるということ自

身もこれはされないのかどうかですね。消費者に選択を与えることをどのように考えてお

られるのか、これをお聞きしたいと思います。 

 今日のお話では、この枠については技術的な問題があるということで、とりわけ表示が

遅延するという問題とか、それから、サードパーティーに対して情報を提供する場合、プ

ライバシー等の情報提供をできないので表示される情報が限られる、こういった御説明が

あったと思うのですが、それはそうであったとしても、消費者がそれでもやはり別の枠を
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選択したいということは考えられると思います。 

 ちょっと思いつきなのですが、例えば日本においては住宅地図については非常に精緻な

住宅地図を提供している会社、オンラインでは提供していませんがありますが、そうする

と、医者、病院を選択するのではなくて不動産を選択、検索する場合にこういう地図の枠

があって、そこに表示されると非常に優れた消費者にとってもいいものができると思うの

ですね。例えばですけれども、こういうような形で消費者に選択させるということを消費

者が望めば多少提供されるのが遅延したり、あるいは情報が限られるとしても消費者が選

択をすることができるようにするということ自身は消費者の厚生にも資すると思うのです

が、それもできない、無理だというお考えかどうかをお聞きしたいと思います。これが第

１点です。 

 もう一点は、スライドの19ページなのですけれども、アプリをダウンロードするとき

に課金がされるという、それにさらにコンテンツを購入する際に課金が同様にされるわけ

ですが、アプリについては確かにGoogleさんが提供されているいろいろな技術とかいろ

いろなツールを使っているので、それに対して例えば30％あるいは15％、コストがかか

っていて、それを提供されるというのは理解できるのですが、コンテンツについては様々

ですけれども、この日経さんのニュースの場合には、ニュース自身、これは継続性、毎月

払っていくわけですよね。これに対するGoogleさんの貢献というのはそんなに大きくな

いのではないかという気がいたします。 

 さらに、例えば小説、リードアプリ、小説を読むというような場合については、小説を

読む際には文字情報しかコンテンツは提供されませんので、文字情報を表示することに対

するGoogleさんの貢献というのはそんなに大きくないのではないかと思うのですが、こ

のようにアプリをダウンロードすることとコンテンツを購入することについてはかなり評

価が違う。これはもちろんコンテンツの内容によっても違うと思いますけれども、これに

ついて一律に課すのではなくて、むしろもう少しファインチューニングしていろいろな形

で課金するという方法、手数料を課すという方法がより合理的なのではないかと思うので

すが、この点、いかがでしょうか。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 ２点質問がございました。もしクリアにしたいところがあればGoogle様から御質問い

ただいても結構です。御回答をお願いいたします。 

○Google（Alexander Smith氏） 

 質問ありがとうございます。私のほうからは、まず１つ目の質問にお答えしたいと思い

ます。 

 考えなくてはいけないのは、Googleのサーチ、検索のようなプロダクトについては何

十億というユーザーがいて、このサービスに世界中で毎日アクセスしています。サービス
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にアクセスするのは、彼らが選んでいるからです。サービスというのは世界でオープンウ

ェブで提供されているものにアクセスするというコンセプトに基づいているからです。そ

の際に我々は何も制限していません。ユーザーに対して情報リソース、オンラインで提供

されているものに対するアクセスを制限していません。例えば日本のユーザーが特定のマ

ップを表示させたいといったときには、そういったプロバイダを我々のサーチシステムで

探して見せることができます。そういったところに関して、我々は何も制限を設けていま

せん。 

 しかし、我々ができないのは、先ほど説明したところにもありましたけれども、技術的

な障壁があるということです。サードパーティーのサービスを直接我々のサーチ結果に表

示させるということになるといろいろな障害があります。それをお話ししました。 

 ここで申し上げたいのは、この状況を考えますと、我々はユーザーの選択肢を制限する

ことはしていません。例えば不動産サービスのようなマップにアクセスしようと思えばす

ることができます。直接、そのサービスに行くこともできますし、サーチを使ってこのよ

うなリソースを見つけることができます。１つクリックするだけでこれは可能です。ただ、

技術的なバリアがありますので、これを直接、我々の検索結果のページに入れることはで

きませんというのがお答えになります。 

 ２つ目の御質問については、同僚のほうから答えてもらいます。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 アレックス、ありがとうございました。 

 ２つ目の御質問についてですけれども、これは我々がどのようにPlayサービスのフィ

ーを見ているかということです。ただ単なる支払いの処理ということではありませんで、

非常に多くのツール、サービスが使われて、そうすることでGoogle Playがつくられてい

ます。 

 したがいまして、今の御質問のPlayというのはダウンロードを行った後にやっている

ことが非常に多くあって、アプリのホストを行う、それをほかでも発信するということも

ありますし、アップデートもある、非常に重要なセキュリティーの補正を行っているとい

うことで、継続的にこのようなことを行う、またデベロッパに新しいツールも提供してい

て新しいアプリの開発ツール、新しくビジネスをつくる方法を提供するというようなこと

を行っています。ですから、先生の御質問の意図は分かりますけれども、ただ、最終的に

私たちが見ているのは、サービスフィーというのはただ単に処理をするだけではなくて、

その瞬間のことだけではありません。ユーザーが買ったときにかかる手数料ということで

はなく、デベロッパ全体にとって有益であるということを申し上げます。 

○Google（野口氏） 

 若干補足させていただきますと、弊社では、アプリのアップデートについても全て細か

く審査をしておりまして、例えば一番最初のダウンロードだけ弊社のストア上でするけれ

ども、その後のアップデートは全部弊社のストア外でできるということになりますと、ア
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ップデートのときはもう弊社の審査を通らないわけですから、悪いデベロッパさんは、そ

こにセキュリティーの悪いものを仕込んだりとかいろいろできることになってしまいます

ので、セキュリティーをチェックしてユーザーのセーフティーを保護する必要性があると

いうのは一番最初のダウンロードに限られず、アップデートも含めて全部である点、ぜひ

御理解いただければと思っております。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 少しお時間が押してまいりましたので、では、続けていきます。10番目になります。

小林様、お願いいたします。 

○小林オブザーバー 

 御説明ありがとうございました。 

 野村総合研究所の小林と申します。データ利活用とプライバシーを中心に担当している

者になります。 

 本日の質問は２点ありまして、資料では御説明のなかったものになります。情報の利用

及び遮断に関する取組についてと、それから、２番目はデータポータビリティーに関する

意見に関する御質問となります。 

 先にまずデータの遮断、データのポリシーについての御質問になります。こちらの意見

では、サードパーティーなりアプリストアから収集したデータなりを競争上の問題がある

ような利用をすることについては社内でポリシーを定めて厳しく制限しているという意見

が述べられておりました。これは大変すばらしいことだと思うのですが、一方で、それを

実際にポリシーがどのように運用されているのかというのが外部から観測することができ

ません。こちらのポリシーが例えば組織的措置、技術的措置でどういったものが定められ

ていて、それをどのように監督、監査しているのかといったことを例えば当局、規制当局

とあらかじめ確認をしておいて、それを定期的に報告するといったような共同規制の枠組

みをここの部分について適用することが可能なのかどうかということについて御意見をい

ただきたいです。これが１点目。 

 それから、２点目、こちらは少し小さいお話になりますが、データポータビリティーに

ついては、我々の理解としては、データポータビリティーはGoogleさんのChromeからブ

ックマークを乗換え先に移そうとする場合にスマートフォンでは完結せずにパソコンを経

由する必要があるようになっているように理解しています。これをスマートフォン上で完

結するということが消費者としては理想かなと思うのですけれども、これについて対処と

いうのはできるものなのか、御回答をお願いいたします。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 御回答、お願いいたします。 

○Google（Aaron Stein氏） 
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 まず１つ目に関して。我々、社内のポリシーがありまして、我々が収集したサードパー

ティーのデータは、サードパーティーに対して不正な競争に使われないようにしています。

我々は非公開の特定できるデベロッパデータ、ほかのGoogleのものと共有しないと言っ

ています。AndroidですとかGoogleのエコシステムに裨益する場合だけです。例えば詐欺

があったようなときにそれを守るといったような理由があれば別です。あるいはこの情報

が適切に扱われるようにするためにはチームごとに別々のレポートラインを設けています

ので、Googleチームの中でそのデータの共有に関しても制約を設けています。 

 それから、２つ目の質問に関して、データのポータビリティーに関してですけれども、

これに関してはもう少し詳細を確認してからお答えしたいと思います。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 小林様、今の回答で何か追加で聞きたいことはございますか。 

○小林オブザーバー 

 できれば１点目については、行政庁と連携した検討というものができるのかどうかとい

うのについては後日でもいいので回答いただけるとありがたいです。 

○依田座長 

 それについては今日のところで何か御回答できるところはございますか。 

○Google（野口氏） 

 時間も押しておりますので、後日、また回答させていただきます。ありがとうございま

す。 

○依田座長 

 承知しました。では、よろしくお願いいたします。 

 では、11番目になります。仲上様、お願いいたします。 

○仲上オブザーバー 

 お世話になっております。JSSECの仲上と申します。 

 本日は大変丁寧な御説明をいただき、ありがとうございます。 

 １点、お聞きしたいのですけれども、生貝議員と重複する部分もありますが、プリイン

ストールのアプリストアを許容されているというようにお聞きしたわけですが、そちらの

プリインストールアプリストアでのアプリの検査体制というところについてはどのように

行われている、もしくは何らかのレギュレーションがあってプリインストールアプリスト

アを提供している側で検査を行わせているのかといったところについてお聞きしたいと思

っております。 

 私はこちらの１点でお願いいたします。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 ただいまの質問について、御回答をお願いいたします。 
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○Google（Aaron Stein氏） 

 御質問ありがとうございます。 

 Android のほうには非常にセキュリティーに関して高い標準を設けています。ユーザー

に Android で提供されるアプリストアに関しては、Google Play であったとしても、ほ

かのサードパーティー製のものであったとしても、ユーザーが Android 上で安全にして

いくということを基本にしています。 

 デバイス上で、どのアプリストアからインストールしたいのかというのは基本的には自

由に選べます。もちろんAndroidのエコシステム上に安全性を担保する。（保秘のため発

言を一部非開示）Google Playの主要なプロテクションになっていますけれども、それに

よってユーザーのほうをほかのところでダウンロードしたものについても安全性を担保す

るというようなことを仕組みとして持っています。 

○依田座長 

 仲上様、何か追加でお聞きになりますか。 

○仲上オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 サードパーティーの運営者に対して何らかのセキュリティークリアランスを配布するア

プリケーションに求めるということはレギュレーションとしてされているということでよ

ろしいですか。 

レビューしている主体はGoogle Playではないと思うのですけれども、必要なレビュー

するガイドラインですとかレビューすべき項目等をプリインストールのアプリストアに対

して、主体者に対して求めているかどうかというところをお聞きしたいなと思いました。 

○Google 

（保秘のため発言を一部非開示） 

○仲上オブザーバー 

 なるほど。承知いたしました。そこが明確になればよいかなと思います。ありがとうご

ざいます。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 では、12番目になります。日高様、お願いいたします。事務局、日高様のマイクはお

話しできる状況でしょうか。 

○事務局 

 はい。いらっしゃって、ミュートも解除はされているのですが、音声が聞こえてない。 

○日高オブザーバー 

 聞こえてますでしょうか。 

○依田座長 

 はい。聞こえております。 
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○日高オブザーバー 

 すみません、お待たせしました。１点目は、ますは検索の部分での地図の部分について

技術的なバックグラウンドをもう少し聞ければなというところがございます。 

 １つ目なのですけれども、サードパーティーの地図を使うことについて御検討いただい

ていたとは思うのですが、こちら、結果的には現実的には困難ではないかというコメント

と内容を聞かせていただきました。特にメタデータとかプロバイダごとの部分でのプライ

バシーの懸念というのはお伝えいただいたとおりなのかなと思うのですが、実際に検討さ

れた際にどういう条件を設定されていたか、技術的な背景を少しお伺いしたくて、例えば

完全に置き換える形ではないパターン、ユーザーが理解できるアウトリンクを設定するよ

うなパターンではどうかとか、以前はGoogleさんは日本では多分ゼンリンの地図等を利

用されていた、過去、形跡があったとは思うのですけれども、そのような背景からすると

他社の地図を使うということ自体は可能なのかなとは思っておりまして、それを第三者提

供において外出しできるような簡単なプラグイン構造ではないというお話もあったのです

が、その部分についてもどのような背景を設定した上で御検討いただいたかというところ

を確認したいですというのが１つ目。 

 ２つ目に関しては、AndroidのPlayサービスの背景の部分で、１％の事業者が残りの

99％の課金対象となっていない開発者をカバーしているというような少し非対称な構造

の部分ですね。事業者の支払いの不均等があるのか、この２つを確認できればと思うので

すが、いかがでしょうか。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 ただいまの質問、いかがでございましょうか。 

○Google（Alexander Smith氏） 

 御質問ありがとうございました。 

 まず初めに、マップの御質問にお答えして、同僚のほうから２つ目の御質問に答えてい

ただきますけれども、マップについてまず最初にサーチは過去20年の間に大きく進化し

てきました。プレゼンテーションの中でもお話ししましたけれども、各地でマップの結果、

どのようなものが出てくるかを考えるときに理解すべき重要なことは、サーチページを見

るとき、検索ページを見るときに重要なのは、これがサーチの本質的な機能の一つである

ということです。各地域の結果、これを我々のサーチインデックスに入れて、これをビジ

ュアルなカタログ的なフォーマットで提供しています。 

 ほかのサービスプロバイダへのリンクアウトの話、御質問がありました。これはワーキ

ンググループのほかの先生の御質問にもお答えしましたけれども、ほかのアクセスやリン

ク、ほかのマップサービスプロバイダへのアクセスを私たちが制限しているわけではあり

ません。例えばユーザーがある特定のマップサービスを求めているのであれば、何か特定

のバーティカルサーチのサービスを探しているのと同じですけれども、これはインデック
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スに入っています。サードパーティーサービスのプロバイダがその結果を我々のChrome

から切り離す、サーチインデックスから切り離すという判断を下さない限りはそのリンク

はサードパーティーサービスの結果、我々のほうから提供される情報の中に入ってくるわ

けです。ただ、単にビジュアルなディスプレーを出して、それをさらに一歩進めるという、

これはDMCの提案にありましたけれども、こうではなく、その結果を検索ページそのもの

に組み入れるというのはまた概念として全く異なるものであって、そこに入れられるとい

うことになると技術的な問題に直面することになります。 

 この技術的なサイドについてのテクニカルな質問ということであれば、またこれは別に

お答えすることはできますけれども、今、御説明したことでお答えになればと思います。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 ありがとうございます。 

 少し確認ですけれども、99％というところですが、全体としてデベロッパの３％だけ

がサービスフィーといったものを払っています。サービス手数料を払っている者のうちの

99％は15％以下のサービス料を払うということですね。少しここを補足させていただき

ました。 

○依田座長 

 日高様、今の回答について何か追加で聞きたいことはございますか。 

○日高オブザーバー 

 ちょっと技術的なところについてはまた別途というお話ですね、わかりました。今の部

分に関しても、ほかの方々の費用のコスト、Playサービスを運営するに当たって発生し

たコストというのは有償の方々から徴収しているという理解で間違いないのかなと思いま

した。 

 以上です。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 13番目、最後になりますが、大変お待たせしました。増田様、お願いいたします。 

○増田オブザーバー 

 いろいろ御説明、ありがとうございました。 

 私は消費生活相談員ですので、ユーザーの方からの御相談を受け、返金を求めるという

ことをしております。デベロッパはユーザーの個人情報や利用日とか利用金額が分からな

いということで、デベロッパと話合いをするということが事実上できない状況があります。

先ほど塩野議員のほうから御質問されたときに、デベロッパのほうにはIDであるとかメ

ールアドレスとかそういうものによって検索ができるシステムがあるというように御回答

されたというように理解したのですけれども、今、既にそれはデベロッパのほうとしては

十分に活用ができているのでしょうかという点。そして、もしそれが分かりませんという

回答があった場合は、デベロッパが使ってない、もしくはうそをついているということな
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のか、きちんとデベロッパに周知がされているのかどうかという点についてお伺いしたい

と思います。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 こちらの質問、お願いいたします。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 もう一度、質問していただいてよろしいでしょうか。 

○依田座長 

 もう一度、質問、お願いいたします。 

○増田オブザーバー 

 プラットフォームとの話合いではなく、デベロッパと直接話合いをするケースというの

が必要な場合があります。そうしたときにユーザーの個人情報や利用日や利用金額などが

分からないために返金には応じられないという回答をされることがあります。既に先ほど

お伺いしたときにはそういうことがデベロッパのほうで分かるようなシステムになってい

るというようにお聞きしたように思うのですけれども、それが現実的にもう広く活用され

ているのか、周知されているのか、その辺のところをお伺いしたいと思いました。 

○Google（Aaron Stein氏） 

 もう少し詳しい内容を聞かなくてはいけないかもしれませんけれども、ウェビナーをし

たりですとか、デベロッパにいろいろな周知をしています。定期的にアウトリーチ活動な

んかもデベロッパに対して行っています。もう少し活用に関して具体的なところを知りた

いということでしたら、また確認の上、御連絡します。 

○依田座長 

 分かりました。ただいまの質問について、もう少し内容がどうなっているか、後日でも

結構ですので分かったところがあったら教えてください。 

○増田オブザーバー 

 それから、すみません、先生、この点については、消費生活相談で非常に重要ですので、

もし可能であれば相談現場に情報を伝えたいと思うのですが、それができるかどうかにつ

いても後ほど教えてください。 

○依田座長 

 承知しました。では、ここのところは質問とその回答と得た情報についての利用可能性

に対して、事務局のほうで間に入っていただいて、また後日、フォローアップをさせてい

ただきます。では、そういう形で取り扱います。 

 一通り13人の方々から御質問いただきました。何か追加で御質問や御意見、議員のほ

うからございますか。大変長時間、Google様からも丁寧に回答いただき、また、本日回

答できなかった部分に対しては、後日、またフォローアップの回答をいただくことをお約

束いただきました。議員の皆様、よろしいでしょうか。本当に長時間にわたり長い質問に
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ついて丁寧に答えていただき、Googleの皆様方には大変感謝いたします。どうもありが

とうございます。 

 皆様も御承知のとおり、つい先日になりますが、日本の公正取引委員会がモバイルOS

の消費者アンケート調査を実施いたしました。質問の一つに、過去、ブラウザを経由して

アプリをダウンロードしたことがあるかどうかという質問がございました。あると答えた

方は30％、ないと答えた方が50％でございました。 

 したがって、まだブラウザ経由してアプリをダウンロードされたことがないという方の

ほうが多い。ないという方に対して、もしどういう条件があればブラウザ経由でアプリを

ダウンロードするかという質問に対しては、セキュリティーが守られるならば利用したい

と回答された方も40％いました。ユーザーはモバイルについてセキュリティーやプライ

バシーを重視しているというのが、Googleも御指摘されたとおり、この質問から回答が

得られているかと思います。 

 もう一つ、大変興味深い質問がございました。スマートフォンのデバイスを起動すると

きにブラウザをユーザーが自分で選択したいと思うかどうか。これに対しては、望むと回

答した人が40％から50％おられました。同じように検索エンジンについても、起動時に

自ら自分で選択をしたいかという質問もあって、やはり40％から50％の方が自分で起動

時にスクリーンで選択をしたいと回答しておられます。この質問からうかがえることは、

ユーザーは起動時に一度は自分でスクリーンを選びたいという意思は持っているというこ

とも確認できます。 

 したがいまして、一方で、セキュリティー、プライバシーを重視すること、他方で、や

はり一度は自分で、デフォルトにおいて選択をしたいということ、この両面性がございま

すので、こういったところを、今後、官民の共同の協議を通じて追求していきたいと思い

ます。そうした一つの表れがGoogle様のUser Choice Billingになってくると思います

ので、今後、普及動向について我々も注視していくとともに、そうしたよい取組を今後も

広げていければと考えています。 

 では、私からは以上でございます。 

 では、事務局のほうから何か最後、御連絡はございませんでしょうか。 

○成田審議官 

 皆様、長時間、本当にありがとうございました。それから、Googleの皆様も本当に時

差もおありのところ、長時間お付き合いいただきましてありがとうございました。私のほ

うからは特にございませんので、いずれにしても、今日、議論ありましたように引き続き

協議をさせていただきながらいい結果が出せるように引き続き御協力いただければという

ように思っております。 

 私からは以上であります。 

○依田座長 

 それでは、本日の質疑、議題は全て終わります。 
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 改めますが、GoogleのAaron様、アレックスさん、河本さん、ノグチさんほか、全ての

Googleの皆様、今日は御協力をいただきましてどうもありがとうございました。 

○Google（河本氏） 

 どうもありがとうございました。 

○成田審議官 

 すみません、１点だけごめんなさい、事務局からです。 

○依田座長 

 どうぞ。 

○成田審議官 

 冒頭にも申し上げましたけれども、この後、しばらくしてから記者の皆様へのブリーフ

ィングをやりますので、今日のディスカッションの中でここはしゃべらないでほしいとい

ったようなことがあればGoogle様のほうからもいただければ、それを踏まえてやりたい

と思っていますので、お知らせいただければと思います。すみません、追加でございます

が、よろしくお願いします。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、本日のワーキンググループを終了いたします。 


